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Ⅰ．はじめに

世界都市論は、大都市政策からの実務的要

請による論議と学術研究上の議論が、相互関

連しつつ展開した。この展望では学術的な議

論をみるのだが、研究進展の背景にはアメリ

カ合衆国（以下、アメリカ）のニューヨーク

やイギリスのロンドンにおける大都市政策上

の課題が大きかった。まずこの点を簡単に説

明しておきたい。

アメリカ北部の大都市では 1960 年代以降、

国内南部からの黒人や海外からの移民の流入

と、企業の域外流出が同時に進行した。そし

て大都市郊外の居住と長距離通勤が、進展し

た。人々の生活圏が大都市圏内の各都市の行

政域を越えて広域化し、公共サービスに関す

る受益と負担の矛盾が激化した1）。ことに

ニューヨーク市は 1970 年代に、財政支出が

収入を大きく上回る財政危機を迎えた。財政

上の危機に対応するための政策が、世界都市

構想であった。コンピュータ技術の革新を利

用して金融・情報通信関連の大企業を誘致し、

ニューヨーク市の雇用と税収を拡大しようと

した。ロンドンでも、同様な郊外化と企業の

流出が進展していた。

他方、1980 年代にバブル経済期を迎えた

東京や大阪は、上記の 2大都市圏とは産業経

済の動向が大きく異なっていた。当時の東京

都知事であった鈴木俊一は、1987 年の 2 期

目の選挙公約として世界都市東京の実現を掲

げて当選した2）。この時期の日本は、第 4 次

全国総合開発計画の策定期であった。政府の

原案は、東京をニューヨークやロンドンに対

抗できる世界都市にしようとした。原案に対

して東京以外の地方圏は、関西の政財界を筆

頭に一致して反対した。東京以外の地方圏の

行政と産業界は、地方圏の整備も推進すべし

と主張した。そこで上記の原案は大きく修正

され、多極分散型国土の形成を目的とするこ

とになった。だが後に大阪は、東京を補完す

るために世界都市の構築を目指した。

国際社会の中で一定の地位を目指す都市政

策を世界都市化政策と表現するならば、世界都

市化政策はニューヨーク・ロンドンや東京の

みで打ち出されたわけではない。東南アジア

等のアジア諸国は、主要都市の空港など基盤
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的な施設を整備することを世界都市化政策と

いった。各国は首都圏の基盤を整備すること

で、世界経済との結びつきの強化を目指した。

私はこれまで主に東南アジアと日本の大都

市圏を研究してきたが、最近、世界都市論に

ついて考える機会があった3）。その際に英語

圏の諸研究が、アジア経済の発展とも関連し

て再編されつつある大都市圏の検討を進めて

いることを知った。この展望では、アジア諸

国等の大都市圏が国家と世界経済に果たす役

割をみることを通して、世界都市論を再考し

てみたい。

世界都市論の概要を紹介する前に小論で用

いる用語を整理して、その結論を述べておき

たい。現代の経済社会をどのようにみるかに

ついては多くの議論がある。中でも制度学派

の経済地理学は市場メカニズム、制度

（Institution）と技術革新を経済社会の主要な

構成要素とみる4）。この見方に従ってここで

は、重層的な制度の基で機能する企業・労働

者・政府という 3つの主体が経済社会を構成

するとしておく。企業は中小から多国籍化し

た大企業まで多様だが、小論では後者が主な

対象となる。また政府には中央政府のみでな

く、地方政府もあるが、ここで政府とは国家

の中央政府を指す。小論は世界都市論を紹介

して検討した上で、結論的に次の点を指摘す

る。つまり、これまでの世界都市論は、多国

籍企業が持つ世界レベルのネットワークに注

目してきた。しかし、現代のアジアやアフリ

カの経済成長を考慮すると、大都市と国家と

の関係に関する考察が重要である。

Ⅱ．世界都市論の形成と発展

まず、世界都市論を代表する 2人の研究を

みよう。都市計画学者の J. フリードマンは、

1986 年に公表して学術的議論の主要な契機

となった論文で、世界都市の特徴を 7つの仮

説として提出した5）。仮説の多くは企業側の

動向を説明しているが、第 5番目と第 6番目

にやや控えめな形で、労働側について述べて

いる。第 5仮説は、世界都市が国内および国

際的な移民の目的地となっていると述べ、第

6 仮説は都市内の所得階層間の格差が拡大す

ることを指摘した。他の 5 つをみると、第 7

仮説の財政支出を除けば、いずれも企業側の

論理を指摘した。フリードマンの議論は

1980 年代に提出され、まだ世界が資本主義

と社会主義の両陣営に明確に区分されていた

時代に、資本主義のみに注目した6）。フリー

ドマンの世界都市仮説が公表されるとまもな

く、仮説を支持するデータが示されていない

との批判が提出された7）。

次に社会学者の S. サッセンが 1991 年に公

表した世界都市に関する研究等が、アメリカ

の社会学を中心とする都市研究に大きな影響

を与えた8）。サッセンの諸研究は、アメリカ

の学者に先進国の大都市に対する関心を向け

させた。しかし、政治地理学者のブレンナー

は、歴史学者 F. ブローデルの広大な領土を

持つ領域国家とシンガポールのような都市国

家との対比に関する議論を引用しながら、

サッセンの都市と国家の 2 分法を批判し

た9）。ブレンナーの批判によると、サッセン

は都市をダイナミックに捉えているのだが、

都市に比較して国家を静態的にとらえすぎて

いる。さらに西欧の世界都市については、

EU の形成という国家のリスケーリング（空

間的再編）を考慮に入れなければ、正確には

理解できないと批判した。以上のフリードマ

ンとサッセンの研究は、後にみる P. テイラー
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とならんでしばしば引用されるが、批判もさ

れた。

ところでニューヨークと同じような大都市

圏の再編問題に直面していたロンドンでは、

サッチャー政権によって金融ビッグバンとも

いわれた金融の大規模な規制緩和が 1986 年

に実施された。そして、アメリカの巨大投資

銀行が進出して金融商品が新開発された。さ

らに場外市場が増加し、金融商品市場の規模

が拡大した。イギリスやアメリカでは、小さ

な政府と個人責任を重視する新自由主義の政

策が展開された。イギリスはこの時、銀行業

と証券業の兼業を認めないアメリカと同様の

制度を撤廃して、ヨーロッパ型に変更した。

ドイツなどヨーロッパの大陸諸国は、アメリ

カと違って銀行による証券業の兼営を認めて

いる。イギリスは、銀行業と証券業の兼業を

認める新制度を採用した。このような政策変

更を契機とするロンドンの金融センターとし

ての成長が検討された10）。

金融業は多くの専門職を必要とするため、

産業の拡大は人材獲得とも密接に関連する。

そこで、ロンドンを含む世界の主要都市への

金融エキスパート派遣に関する研究が行われ

た11）。1980 年代後半の日本のバブル経済期

には、東京が世界的に注目された。しかし、

東京やパリは、ロンドン・ニューヨークほど

巨大企業が卓越しているわけでなく、居住者

の所得格差が拡大しているわけでもない12）。

世界的な大企業ネットワークの中心は北部大

西洋にあり、東京はそのネットワークには入

らない辺境であるとも指摘された13）。

世界都市論は、大企業の国際的ネットワー

クや都市間フローに関する研究を推進した。

例えば P. ニールは 300 余りの都市と、それ

から合計 100 の多国籍銀行・先端的な事業関

連サービス業・各種コンサルタント業・国際

的法律事務所の企業ネットワークを計測し

た14）。ニールによると、都市の経済機能に

関する階層構造上の偏りの程度は、企業間

ネットワークが持つ階層構造の偏りに比べて

より大きい。特定の大都市に企業関連サービ

スが集中する傾向は、企業間のネットワーク

から構成される階層構造よりもさらに偏るこ

とが、統計的に分析された。企業関連サービ

ス業は、大都市により強く集中する傾向にあ

ることは日本国内でも明らかだが、国際的レ

ベルの都市の階層構造と、大企業の階層構造

が比較検討された。また、B. デルダーは都

市間と企業間のネットワークの定義や分析結

果の解釈に関して、理論的考察と実証分析の

間に齟齬があると指摘した15）。さらにデル

ダーは、世界都市の多くが 1拠点から成るの

に対し、複数の都市核を持つ多核的大都市圏

の世界都市もあると指摘した。それらは、オ

ランダのロッテルダム・ハーグ・ユトレヒト

を含む南西部地域、日本の京阪神大都市圏、

そしてドイツのルール地域である。

航空旅客数や海上交通などの国際交通に関

連する研究も進展した。航空輸送のフローに

関する席数でみると、ニューヨークとロンド

ンが抜きん出ているけれども、韓国のソウル

も多い16）。また南アフリカのヨハネスブル

グもシンガポールに匹敵した。パリやフラン

クフルト、アムステルダムなども航空交通の

世界的な拠点である。

海運業や港湾関連の保険業・高次生産者

サービスは、ロンドン・ニューヨーク・ロッ

テルダム等で顕著に成長した。アジアでは、

香港とシンガポールが傑出した地位にあ

る17）。香港の金融エキスパートの数は 1980

年代にかなり増加し、80 年代末の香港は東
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京に肉薄した18）。その後の推移をみても国

際金融センターとしての香港の地位は、シン

ガポールや東京よりも上とみて良いだろ

う19）。ただし中国国内の株取引センターと

しては上海の成長が大きく、香港の国内的地

位は、中国経済の成長に伴って相対的に低下

した。

世界都市論にとって、2008 年にアメリカ

から発した世界金融危機の影響は小さくはな

かった。というのは、金融機関は世界都市論

が対象とする主要な産業であったからであ

る。金融危機の発生後には、関連企業の経営

が変化した。同時に、資本主義の価値実現の

メカニズムに注目するより抽象的な次元か

ら、実証研究に対する批判が展開されるよう

になった。金融機関・会計事務所・弁護士事

務所等の生産者サービスの実証研究の課題も

指摘された20）。さらに、D. ハーベイやマル

クスに依拠しつつ、より抽象的な資本概念に

言及しながら批判を展開する論文もあっ

た21）。近年には情報技術の革新により、雑

誌論文の掲載に先立ってオンライン上に世界

都市論関係の論文が掲載されるようになっ

た。それは、P. テイラーを中心とする関係者

がローボロー大学に開設したサイトで、2018

年 5 月現在、467 論文が公表されている22）。

テイラーは F. ブローデルを参照しつつ都

市と国家の関係を検討した23）。テイラーは、

かつて中世の西欧に都市国家の時代があった

という。やがて都市国家の後に国民国家が成

長して都市の政治的権力を奪い、国家権力が

成長した。そして今日の超国家的な段階の中

に世界都市が位置するとした。さらにテイ

ラーは、「国家はもはや我々の社会的現実を

規定していない。」とも述べた24）。西欧に

EU が形成されつつあった時期には、このよ

うな認識も説得力があった。テイラーはこの

論文で複数の世界都市からなる世界の構造を

議論したが、彼は資本主義を詳細に定義して

いないので、主張点が明確ではない。おそら

く資本主義発展のメカニズムは長期的にみる

と、大きく変質してきたと言いたいのだろう。

その後、世界金融危機の影響がまだ残ってい

た時期に、G. サーボーンは世界都市論を主

導してきた J. フリードマン、S. サッセン、P. テ

イラーの 3 名について包括的に検討した25）。

サーボーンは、これら 3名の国家の役割に関

する考察を特に批判した。

すでに小論の冒頭で述べたようにバブル経

済期の東京や大阪は、当時のニューヨークや

ロンドンとは異なる意味で世界都市の構築を

目指した。学術関係では経済学や社会学、そ

して地理学から研究が進展し、経済地理学会

は 2回にわたり世界都市論に関する大会シン

ポジウムを行った。1995 年大会は「世界都

市論：東京」というテーマを設定し、報告者

であった町村敬志や松原宏26）、成田孝三が

大会報告論文を公表した。これらの中で、町

村27）は第 1 表に示すように、フリードマン

の議論を参考に世界都市をグローバル、ナ

ショナル、ローカルの 3つの異なる空間的次

元から捉えようとした。町村は、世界都市論

が自治体としての大都市の生き残り戦略に用

いるための理論武装にすぎないと指摘した上

で、世界都市に関する考察は市民に関する思

想、新しい都市の思想を構築する義務を負う

と述べた。

世界都市の特徴の一つであるインナーシ

ティ（都心周辺地区）については、成田によ

る詳細な検討がある28）。1980 年代後半には、

かつて私が所属していた大阪市立大学経済研

究所による『世界の大都市』シリーズ（全 7巻）
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も刊行された29）。また、世界都市論の論点

のひとつに、大都市圏の地理的拡大と広域行

政に関する課題がある。広域行政に関連して

東京圏をロンドンと比較検討した研究では、

港湾施設や空港等の広域管理の手法として注

目されるポートオーソリティが検討され

た30）。高速道路や港湾施設等の広域管理は、

複雑に錯綜する大都市圏経済を管理するため

に重要な手法である。しかし日本では、それ

らは今日も国主導でしかなく、地方からの広

域管理の要請もあまりない。加茂は31）、政

府が主導する都市再生政策の中に東京を位置

付けた。そして経済地理学会の 2回目の世界

都市論をめぐる議論が、2017 年大会で行わ

れた。ここでは 4人から報告があり、大会報

告論文を公表した32）。

これまでの世界都市に関連する日本の地理

学的研究は、主に大都市論との関連で研究さ

れており、多国籍企業論の派生物としての社

会科学的な世界都市論とは異なる理論的地平

にある。英語圏では例えば社会学者ヤコブ

ス33）のように、国家の政治経済的な特性と

大都市との関係の研究が進展する。しかし日

本の社会科学全般をみても、大都市圏と国家

を比較考察する研究は充分ではない。

Ⅲ．国際的地域統合の進展と世界都市

1．欧米先進国

都市と国家との関係の考察には長い歴史が

ある。歴史的には社会学者の M. ウエーバー

が、西欧近代国家の形成と都市成長との関係

について、都市で成長した企業の立地移動を

介在させながら考えた34）。19 世紀から 20

世紀にかけて企業は一層成長し、さらに成長

した大企業は多国籍企業となって、世界市場

を競争の舞台とした。

他方の国家をみると、地理的に隣接する諸

国間の経済統合が進展した。国家の中でも比

較的大規模な経済圏である大都市圏を検討す

る際には、企業と国家の中長期的な構造変化

の中で考えるべきである。そこでアジアの大

第 1表　空間的連接からみた 30 の世界都市

空間的連接の類型 アジア・オセアニア アメリカ ヨーロッパ

1．グローバル金融面の連接 東京 ニューヨーク ロンドン

2．多国間連接 シンガポール
ロサンゼルス

マイアミ

フランクフルト

アムステルダム

3．主要な国内連接
ソウル

シドニー

メキシコシティ

サンパウロ

パリ

チューリッヒ

マドリッド

4． 副次的な国内連接あるい

は地域的連接

大阪―神戸（関西）

香港（珠江デルタ）

サンフランシスコ

シアトル

ヒューストン

シカゴ

ボストン

バンクーバー

トロント

モントリオール

ミラノ

リヨン

バルセロナ

ミュンヘン

デュッセルドルフ―ケルン―

ドルトムント（ライン・ルール）

出所）町村敬志（1995）「グローバル化と都市変動―「世界都市論」を超えて―」

経済地理学年報 41 巻 4 号 1-12 頁（一部改変）。
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都市に注目すると、大都市は経済成長ととも

にメガシティとも呼ばれる巨大都市とな

り35）、巨大都市は国家という制度を介して

世界経済に影響を与えている。アジアやアフ

リカの大都市が直接的に世界経済に影響を与

えることは少ないけれども、国家を介して他

国に影響を与える。ニューヨークやロンドン

等の先進国の大都市が、より直接的に世界経

済に影響を与えていると表現するならば、ア

ジア・アフリカの大都市は、間接的に国家を

介して世界経済に影響を与える。中国やイン

ドなどの人口大国の大都市が典型例である。

さて国家の中の都市をみる際に、当該の都

市を企業の側すなわち供給側からみるのか、

あるいは需要側つまり労働者の側からみるか

で、都市のみえ方は大きく異なる。都市には

企業と同時に労働者が集住する。当該都市を

企業の集中拠点とみるか、多くの労働者が集

住する場所とみるかは、価値判断で異なる。

多国籍企業による生産活動の国際分業に注目

するならば、発展途上国の場合には労働者側

である。企業が生産する商品の価値の実現過

程をみよう。多国籍企業の本社や金融・法務

など生産関連サービスは、先進国の大都市に

集積する。そして、発展途上国の大都市圏で

は、低賃金労働によって製品が生産されてい

る。これらの活動は一体で、多国籍企業は世

界経済レベルで生産と販売を完結し、商品価

値を実現させる。

ところで国家間の関係に注目すると現代世

界は、第 1 図に示すように欧州連合（以下、

EU）のような強いレベルの国際的地域統合

が実現している地域と、北米のように弱いレ

ベルの国際的地域統合しか実現していない地

域がある。さらに国内の都市・国家（中央政

府）の間の関係に注目すると、EU や北米の

ように都市が相対的に自律的である地域があ

る。またアジアやアフリカ諸国のように、都

市の自律性が低くて、中央政府に従属的な地

域がある。これらの 4区分によって都市と国

第 1図　国際的地域統合と都市・国家関係の 4区分

出所）筆者作成。
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家の関係を世界都市論に従いながら整理して

みよう。

EU・NAFTA や ASEAN 等の地域統合や共

同体の形成をどのように評価するかは、国際

関係論の論点である。その経済面に注目する

と、地域統合は資本主義のための地理的基盤

であると位置付けられる36）。国家を単位と

する経済的統合が進展する地域の中でも、

EU は共通通貨と軍隊を持ち、準連邦国家的

であるとも表現される。ただ近年には、イギ

リスが脱 EU を決定した。イギリスの脱退決

定を受けて、EU と国家という制度の間での

矛盾が一層明確になった37）。EU は現在、リ

ベラリズムの岐路にあるという。スコットラ

ンドやスペインのカタルーニャ州では独立志

向があり、他方では域外からの移民を排斥す

る勢力が拡大している。イギリスの今後が注

目されるが、イギリスの脱 EU とロンドンの

動向は、大都市と国家の関係を考える際の良

い事例である。脱 EU を受けて金融関連企業

の一部がロンドンからフランクフルトへ移転

する傾向があり、製造業の一部も EU へと立

地移動する。他方で、EU からイギリスへの

農業労働者が減少している。

欧米諸国は国家レベルのみでなく、都市レ

ベルでも空間的再編（リスケーリング）を推

進した。例えばカナダは、19 世紀末のイギ

リス・ロンドンの経験を基に大都市行政を広

域化する試みを第二次世界大戦後に行った。

それを受けてアメリカのいくつかの大都市圏

とロンドン大都市圏や大陸諸国でも広域行政

の取り組みが進展した。けれども、1980 年

代のサッチャー政権による新自由主義的改革

が、広域行政の試みを再編し、他の大都市圏

でも変更されることになった38）。

政府の都市行政への影響力と介入という点

では、西欧諸国と新大陸との間に相違がある。

アメリカは、イギリスとは異なって政府の個

別都市への直接的介入はあまりなく、都市圏

行政のあり様も異なる。例えばニューヨーク

の大都市圏計画は、民間団体の地域計画協会

が提案する勧告的なものであり、法的な強制

力はない39）。政府は、個別都市の都市計画

上の権限を保証した上で、民間企業の自由

な経済活動を重視する。欧米諸国はいずれも

都市と国家の関係は分権的であるとはいえ、

新大陸の諸国と西欧ではやや異なる側面も

ある。

北米や豪州の大都市と国家の関係を考える

際は、州政府の役割を適切に評価すべきであ

る。カナダとアメリカの大都市圏は、新たな

状況へと変化した40）。両国では、同じよう

に新自由主義的な都市再編が進行したのだ

が、ロサンゼルスとトロントは対照的に異な

る方向で再編された。トロントはトロント市

を含む自治体の広域合併へと展開したけれど

も、ロサンゼルスでは全く逆に郊外地区の行

政上の分離が進行した。多数の小規模自治体

の存在がアメリカの地方制度の特徴である。

イギリスのサッチャー政権と連携して、同時

期のアメリカのレーガン政権も新自由主義を

導入した。そして州政府を介在して都市圏管

理の手法を変化させた。その変化は、強く公

的規制を発揮する体制から、公的規制を最少

化してより自由な企業活動を重視した。さら

に民間企業と公共との連携（パートナーシッ

プ）が拡大し、ニューヨークやシカゴ大都市

圏の管理手法が変化した。この変化は大都市

圏地域主義と呼ばれた。グローバル化と EU

や NAFTA の成立という国家再編の中で、都

市地域主義が検討されている41）。アメリカ

の都市地域主義は、資本主義システムに付随
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的なものに過ぎないとの見方も提出され

た42）。

他方、第 1表にもあるトロント市と周辺自

治体は、オンタリオ州政府による広域合併の

対象となった。トロント大都市圏は 2000 年

代初頭に、トロントと周辺 8自治体から成る

広域行政組織へと再編された43）。この大都

市圏にはカナダ総人口の 25％以上が居住す

る。そして広域の土地利用計画と緑地帯の設

定、広域公共交通網の整備などが計画された。

州政府主導の大都市圏再編はトロントだけで

なく、バンクーバーやモントリオールでも進

展した44）。しかし同じ北米でもアメリカで

は、カナダのような州政府主導の再編はあま

りない。カナダとアメリカの大きな違いは基

礎自治体と州政府との関係にある45）。カナ

ダもアメリカも基礎自治体は州政府の創造物

である。ただしアメリカに比べれば、カナダ

には基礎自治体に強い自治がない。このため

1990 年代のカナダでは、広域行政を目的と

した自治体の合併が進展した。カナダと違っ

てアメリカでは、市町村合併は進まない。

社会学者ヤコブスは、都市圏の再編に対す

る政府の役割を検討した46）。ヤコブスによ

ると、1984 年にアメリカのレーガン政権は

日本車の輸入規制を開始したが、自動車の輸

入規制は後のアメリカと日本の自動車生産に

関連する都市圏の再編に、大きな影響を与え

た。そしてこの事例が国家による都市圏再編

への影響の典型例だろうと述べた。アメリカ

政府の禁止措置を受けた日本の自動車メー

カーは、アメリカに進出して組み立て工場を

多数立地した。アメリカ中西部のナッシュビ

ル他の都市圏の雇用と経済は成長し、日本で

は自動車生産に依存していた都市の雇用が減

少した。このように、西欧や北米の都市と政

府の間には州政府等を介在させながら、時に

対立する複雑な関係がある。

2．アジアとアフリカ

次にアジア・アフリカをみよう（第 2図）。

シンガポールは、世界都市論で香港と並んで

しばしば取り上げられてきた。この都市国家

は経済規模が拡大し、国境を超える大都市圏

を形成した47）。シンガポールは、政府主導

の開発を通して国家資本主義の体制の下で経

済を成長させたといわれる48）。国家と資本

主義制度との関係については多くの議論があ

る。日本のマルクス経済学は独自の発展を遂

げたが、国家資本主義は次の 2通りの異なる

意味で用いられてきた49）。つまり、1）政府

が国有企業を使って市場メカニズムを制御し

ている場合と、2）独裁国家が市場に介入す

ることによって資本主義的工業化を目指す場

合である。この 2つの異なる定義が区別され

ることなく用いられて混乱が生じた。かつて

のマルクス主義経済学では、国家独占資本主

義という定義もなされた50）。シンガポール

と中国とでは資本（企業）と国家の関係のあ

り様は異なり、上記の説明によると 1）の事

例としてシンガポールがあり、社会主義市場

経済を標榜する中国は、2）の変形事例となる。

政府は、社会主義体制の下で徐々に市場経済

を導入してきた。中国の大都市は行政上、政

府の直轄都市であり、政府の 1部門に近い。

中国は空間政策に基づいて、大都市圏の整

備を進めている。北京や上海はその中核的都

市である。中国政府は上海を国内金融の拠点

のみでなく、国際金融拠点にしようとした。

そして、2008 年金融危機の際に欧米での金

融関係の雇用削減を受けて、欧米の金融専門

家を上海にリクルートしようとしたが、成功

しなかった。上海は国内の株取引の拠点とし
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ては成長したが、国際金融拠点としては香港

に遠く及ばない。

香港は 1997 年に中国へ返還され、政治経

済上の位置づけが大きく変化した（第 3図）。

現在の世界都市論でも、香港の位置づけの変

更をめぐる論議は充分ではない。中国国内で

の香港は、雲南省から香港までを含む広域経

済圏の拠点都市として位置付けられた51）。

香港を含むこの地域経済ブロックは、上海圏

を超えて中国最大の規模である。香港島の金

融街を第 3図に示す。香港は旧空港跡地の再

開発を含める 10 大プロジェクトを実施中で、

香港と広東省の省都広州市をつなぐ高速鉄道

やマカオまでの橋梁建設等が進んでいる。再

編が続く香港では、土地制度が 2004 年に大

きく変更された52）。

香港とニューヨークとの定期航空路線の数

はニューヨークと北京の間よりも多く、香港

がアメリカとの窓口である。香港は、多国籍

企業を介して世界経済と直結している。しか

し、北京や上海はニューヨークとは異なり、

むしろ中国という国家を経由して世界経済に

影響を与える。このような政治経済的な回路

もまた、世界都市のひとつのあり様とみるべ

きである。北京は 1988 年から 2014 年までの

間で、計測された既成市街地の面積が約 3.7

倍に拡大するほど急速な成長を遂げた53）。

北京の急速な市街地の成長に、世界都市論の

論議がまだ追いついていない。

日本では、東京圏と大阪圏が世界都市論の

中で議論されてきた。金融の国際化に関して

香港などに遅れた東京都は、2017 年に国際

金融都市構想を発表した54）。この構想は、

日本の膨大な個人資産をアジアの成長のため

に供給することを主な目的とする。東京都は、

国家戦略特区という国の制度を利用して東京

第 2図　世界のメガシティ

出所）UN (2015) World Urbanization Prospects: The 2014 Revision
https://esa.un.org/unpd/wup/publications/Files/WUP2014-Report.pdf（2017 年 6 月 28 日参照）

上記資料より筆者作成。
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駅周辺の大手町から日本橋兜町にかけての地

区を、金融関連企業の集積地にしようとして

いる。東京駅とも近接する日本橋地区には日

本銀行と東京証券取引所が立地し、周辺には

証券業が集積する。ただ、電子取引の拡大に

よって企業集中の必要性は低下した。事務所

の近接立地の必要度が低下したので、立地は

分散傾向にある。

東京駅周辺の再開発は進展してきたけれど

も、首都高速道路で分断されている日本橋地

区の整備が課題である。アジアの金融ハブを

目指す東京都は、法人税の引き下げや資産運

用を目的とする企業の育成を目指している。

東京都は法人実効税率を香港やシンガポール

程度とするのは無理だが、ロンドン並みの水

準に引き下げたいようだ55）。

次に大阪圏についてみよう。京都・大阪・

神戸の 3市を中心とする大阪圏が、経済界を

中心に世界都市の創出を主張したのは、1980

年代から 90 年代である。1970 年代以降の大

阪系企業は、東京へ本社を移転する成長戦略

を採用してきた。ただ大阪圏の中でも京都に

成立したいわゆる京都企業は、大阪系企業と

は違って京都という場所の魅力度を最大限に

利用しながら、地元に留まって成長した。多

様な性格を持つ大阪圏の大企業が主導するこ

の地域は当面、観光関連産業に依存した成長

を目指している。

第 1図では東南アジアの都市・国家関係は、

中央集権的であると分類した。ただし、タイ・

マレーシア・インドネシア・フィリピンの都

市計画制度は、分権的であるとの指摘もあ

る56）。都市制度がこのようになったのは、

植民地時代の宗主国の制度を導入したためで

第 3図　香港島の金融街

注）写真右の高層ビルと左端の国際会議場（円形）の間が金融街。金融街は、地下鉄の 1駅間程度の広がり。

出所）2017 年 8 月筆者撮影。
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ある。もっとも法律による行財政の制度構築

と、それから実際の運用とは異なる。それは

マレーシアが連邦制の国家であるから分権的

な地方行政の体制となっているかというと、

そうではないのと同じである。アジアの大都

市制度と政府との実質的な関係は、詳細に検

討しなければならない。

ロシアと CIS の大都市は、東南アジアと

は事情が異なる57）。ロシア経済は資源依存

型の経済であり、工業化が充分ではない。大

都市圏は工業化のための拠点ではあるが、国

家の工業への依存度は東南アジアとは異な

る。政府が地方を強く制御しており、大都市

政府は充分な人的資源も都市行政上の権限と

財源も与えられていない。

国連によると 2030 年には、アフリカ大陸

でも人口の半分以上が都市に住むことにな

る。アフリカの世界都市と位置付けられてき

たのは、ヨハネスブルグである58）。第 2 図

にあるようにアジアの他にカイロ等のアフリ

カの大都市や中南米のメガシティを、従来の

世界都市論の中にどのように組み込むかが課

題である。

今後も世界の主要都市間で、都市間競争が

継続する。世界都市論は都市間競争をみる場

合、都市を供給側である企業の側のみでなく、

需要側からみた労働者とその生活に注目する

視点も明確に意識した方が良い。その場合に

は、世界都市と政府との関係も同時に議論す

るべきである。そして、世界都市が大企業の

企業行動を介して世界経済に直接影響を与え

る回路と、それから世界都市の企業や労働者

がその国の政府を介して間接的に影響を与え

る回路がある。これら 2つの回路を確認した

上で、国家すなわち政府の機能と役割を認め

た世界都市論を議論することが、経済成長著

しいアジアの大都市を議論する際のひとつの

視点となり得るのではないか。

世界の多国籍企業は経済的に成長するアジ

アに関心を持ち、生産拠点をアジアにシフト

してアジアで生産するだけでなく、製品も販

売するようになった。国際的な地域統合の進

展は、企業進出を容易にした。企業進出の場

所は各国の主要な大都市圏であった。こうし

た事実をやや長期的な視点から検討するべき

だろう。企業と政府に加えて、労働者とその

生活の変化を歴史的にみるべきである。そう

すれば、世界都市は多国籍企業の拠点である

と同時に、働く人々にとっての生活拠点であ

るという世界都市の新しい見方をすることが

できる。世界都市論は、多国籍企業などの供

給サイドのみでなく、需要サイドの生活面に

注目することで、総合的な都市理論へと発展

できる。世界都市論をこう位置付け直すこと

で、都市と国家と国際関係をめぐる地理学的

議論が、一層豊かになると思う。

Ⅳ．おわりに

小論は、世界都市論の概要を紹介し、国際

的レベルの地域統合と都市・国家関係論の中

に、各国の大都市圏を位置付けようとした。

世界都市論は、ニューヨークやロンドン、東

京などの都市政策とも関連しながら議論が展

開した。実際の検討対象は、世界の主要都市

に立地する多国籍銀行や法律事務所など、生

産関連サービス業の分析と多国籍企業の国際

的ネットワーク構造であった。航空交通や船

舶による世界規模のフローの検討も、重要で

あった。多くの実証分析に基づく企業論や資

本主義論を含む理論的研究が、拡大している。

しかし、都市と国家（政府）をめぐる議論に
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関しては、世界都市論を主導してきた主要な

研究者は熱心ではなかった。国家と都市の関

係は複雑で歴史的に大きく変化したが、世界

都市論を主導した研究者には、国家論は重要

でなかった。

本稿では、欧米などで国際的レベルの経済

統合が進行し、アジアとアフリカ経済の成長、

大都市の再編を考慮して、大都市と国家の関

係を再考することが重要との視点から検討し

た。世界には、国際的な地域統合が進展して

いる地域と未成熟な地域があり、都市と国家

の関係をみると、中央集権的な地域と分権的

な地域がある。世界は、大まかにみて少なく

とも 4 地域に区分できる。そして各国には、

独自の大都市圏成長の論理がある。各国固有

の論理を述べるのは容易ではないが、経済的

にみて成長の極となるような主要な大都市圏

が、各国で成長している。例えば日本を含む

東アジアや東南アジア、南アジア、そしてア

フリカを含む地域でメガシティが成長した。

従来の世界都市論は、企業つまり供給サイ

ドの考察を中心としていたのだが、需要面か

らも都市をみるべきである。それは、都市を

詳細で総合的にとらえることになる。グロー

バル化した世界の商品価値の実現過程をみる

と、発展途上国の大都市圏の工場労働に注目

せざるを得ない。多国籍企業の価値実現過程

の双方の末端を、正しく捉えるべきである。

〔付記〕この研究は、JSPS科研費JP17K03263

の助成を受けています。
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